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ピグ-の 『失業の理論』について

小 島 尊 孝

Ⅰ は じ め に

ピグーの 『失業の理論』は,(釈)古典派の失業理論を正確に記述しようと

した唯一の試み (Keynes[1936〕p.279)といわれているが,明示的にモデル

が提示されているわけではない｡だからこそ,労働供給曲線の形状をめぐって

のケインズとホ-トリーの論争日があり,右上がりであると考えたケインズの

ピグー批判が有効であるかどうかに関して白井 [1983〕,Asianbeigui[1992],

Cottrell[1994〕の議論がある｡『失業の理論』は ｢無味乾燥で煩攻に及ぶ書
物｣(白井 持983]⑫,113ページ)であり,『失業の理論』は概してケインズ

のピグー批判との関連で論じられ2),『失業の理論』それ自体に対する関心は薄

かった｡それゆえ,『失業の理論』全体に及ぶピグー ･モデルの再構成は

Klausinger[1998]が現れるまで皆無であった｡

しかしながら,Klausingerl1998]はコアとなる実物経済モデルに致命的欠

陥が存在している3'｡Kiausinger[1998]の実物経済モデルは賃金財 (消費財),

非賃金財 (投資財),労働の3市場からなり,ワルラス法則から労働市場の需

給一致条件を落として賃金財と非賃金財について需給一致条件が考えられてい

1) 白井 [1983〕⑲参照Oなお,私の 『失業の理論』解釈は白井 [1983]に負うところが大きい 0

2) といっても,『失業の理論』が検討されることは少ないOケインズのピグー解釈が正確でない
ことは我が国では既に中山 [1939](65-66ページ)が指摘しているが,現在においても,『失業
の理論』を読まずにケインズの議論だけを祖述する 『一般理論』研究書が現れている｡

3) Klausinger[1998]モデルの他の間議点は堀江 [2001〕が指摘している｡しかし,堀江 [2001]

はKiausinger[1998]を基礎にしたモデル分析に終始しており,『失業の理論』そのものを検討
したようにはみえない｡
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る｡ けれども,賃金財生産者と非賃金財生産者との交換に注目すれば,ワルラ

ス法則は賃金財と非賃金財について成立するのであり,非賃金財の需給一致条

件は独立の方程式ではないのである｡ また,AmbTOS主[2003]は,｢賃金財基金
説｣(Harrod[1934]p.21)と名付けられているピグー理論の本質的特徴を全

く無視するが,それはオリジナルのピグー ｡モデ)i,の再構成ではなく,ケイン

ズによるピグー解釈のモデルによる再構成が目的だからである｡それゆえ,ど

グー理論の本質的特徴に基づいてピグー ｡モデルを再構成することには意義が

あると思う｡

ところで,『失業の理論』は,第1編 ｢一般的考察｣,第2編 ｢短期の実物的

労働需要の弾力性｣,第3編 ｢実物的労働需要の水準とその水準の変動とに影

響する非貨幣的諸要因｣,第4編 ｢実物的労働需要関数の永準の変動に影響す

る貨幣的要因｣,第5編 ｢失業および失業変化の原因｣からなる｡ 第1編は序

論で,実物経済モデルは第2編の議論から構成されるが,ピグーによれば,第

2-4編は ｢ある意味で準備である｡ 最後に,第5編において,得られた諸結

果を総合して,失業とその変動の原因に関する直接的検討に利用される｣

(pigouh933]p.vii)｡

この編別構成からすると,実物経済モデルは第5編の準備に過ぎず,第5編

こそが 『失業の理論』の核心ということになる｡ 実際,本郷 [200札 [2006〕

は,唯一の核心とはいわないものの,第5編を重視し,『失業の理論』は労働

供給サイドからの ｢賃金政策論｣で,長期的失業を扱うものであると論じてい

る｡しかしながら,第5編は70ページもないのに対して,準備的研究には243

ページも割かれていることからすれば,ピグーの理論的関心は,むしろ準備的

研究の方にあるということもできる4)｡そして,次稿でみるように,準備的研

究の実物経済モデルは,『富と厚生』『失業』から 『産業変動論』に至るまでの

4) 『失業の理論』が無味乾燥で煩瑞である理由の一つは,｢あらゆるケースを網羅したいというピ
グーの願望｣にあって,準備的研究において,重要なケースが特に強調されることなく,現実的

ケースのみならず仮想的なケ-スが数多く論じられていることにある (Asianbeigui[1992]p.

418)｡
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ピグーのマクロ理論の基礎であった実物的財の流れ図式を2部門一般均衡モデ

ルとして構築したものにはかならないのである｡

本稿は,実物経済モデルのミクロ的基礎ともいうべきピグーの議論を検討す

る｡ たとえばピグーは,賃金財部門の雇用者数xと非賃金財部門の雇用者数y

の和すなわち全雇用量をXの関数として 3+y-Q(a)としているが,この式

を見ただけでは,なぜ仝雇用量が賃金財部門の雇用者数の関数とされるのかわ

からないと思うからである5)｡

第Ⅱ節で,ピグーの労働供給関数,第Ⅲ節で,労働需要関数に関する議論を

検討する｡第Ⅳ節で,ピグー｡モデルのミクロ的基礎である実物的財の流れ図

式と,産業相互間の生産物の交換を個人間の交換として分析する思考方法につ

いて論じる｡ 実物経済モデルは次稿で提示する｡

ⅠⅠ ピグーの労働供給関数

ピグーは労働需要関数の形状を問い合わせたケインズに対して次のように記

している｡

｢私の仮定はこうでした｡すなわち,7ページで与えられている条件の

もとで,賃金稼得希望者の数は協定賃金とは独立に固定されているのです｡

それゆえ,労働の供給曲線は次の図のようになります｡

5) 堀江 [2001〕には,(ピグーに説明がない),(Xとyとの関係は必ずしも一意ではない)とい

う言葉がある｡
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そして,労働の移動が完全であるとすると,失業者の量は需要曲線 [図

には書かれていない]が OPを横切る点と点 pとの距離によって測られ

るのです｡もし協定賃金が変化するならば,この曲線の水平部分はより低

い水準か,あるいはより高い水準へと動くのですが,しかし垂直部分は依

然として点pを通る位置にとどまるのです｣(Keynes[1973]p.54)｡

｢失業者の量｣とあるように,横軸は人数であって労働時間ではない｡｢ピ

グーは労働時間数で供給関数を定義 していない｣ (Aslanbeiguil1992]p.

418n)｡

ピグーは,失業概念は雇用概念のようには明確ではないことを指摘し,失業

者を定義するに際し,雇用されていないだけでなく雇用を希望しているという

こと要件にあげ,雇用希望の有無を (1)一日あたりの労働時間 (2)賃金率 (3)

健康状態との関連で判断するとしている｡ たとえば,特定工場の正常な労働時

間が8時間である時に特に頑強な者が9時間働きたいと希望したとしても,1

日1時間失業しているとはいわないのである｡｢事実,失業測定のためには,
1日あたりの正常な労働時間は所与としなければならない｣(Pigou[1933]p.

3)｡ そしてピグーは,｢任意の時点における失業者数は,上述の意味で雇用を

希望する人数一 貸金稼得希望者数- から雇用されている人数を差し引いた

ものに等しい｣(Pigou[1933]p.4)と定義する｡

｢賃金稼得希望者の数は協定賃金からは独立に固定されている｣ということ

については次のように説明されている｡貸金が上昇する場合,｢より低い賃金

ではリタイアして年金や蓄えで生活したり友人のもとで暮らしたりする人や,

非賃金労働に従事していた人が,賃金労働を求めるようになる｣可能性がある

一方で,｢夫が妻を働かせることなく家族を養わせることができるようになる

結果,一定数の女性が労働市場から退出する｣傾向がある｡ これら反対方向に

作周する2つの傾向のどちらも ｢大規模に現れるとは考えられない｣(Pigou

l1933]p.6).｢賃金稼得希望者の数と雇頗されている人数は概して相互に独立
している｣(Pigou[1933〕p.7)｡ それゆえピグーは,｢概してこの本では,め
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る状況の下での賃金稼得希望者の数を固定的与件とみなす｣(Pigou[1933]p.

7)のである｡

モデルにおいては簡単化のため1種類の労働者を想定することになるが,分

析の最初の段階では,異質で多様な労働者の行動が検討されている｡ たとえば,

ピグーは ｢労働者の商品に対する労力需要が非弾力的である場合,賃金率の上

昇によって少数の人は週のうちより少ない日数しか雇用を求めないという可能

性がある｣ことを指摘している｡労働者の商品に対する労力需要という概念

(本稿第Ⅳ節参照)は現代でなじみのないものだが,｢賃金率の上昇によって少

数の人は過のうちより少ない日数しか雇用を求めない｣という行動は,余暇と

労働との選択モデルで描写されるものである｡｢しかし,現実の世界のたいて
いの職業では,解雇という苦痛を忍ぶのでなければ,人々がそうしたことをす

ることができないようになっているから,この点は実･際上,問題にならない｣

(pigou[1933]p.6)｡ 1日あたりの正常な労働時間は所与であり,労働時間は

賃金稼得希望者の選択できる変数ではないのである｡

失業量と雇用量は補数であり,失業量 ･雇用量は労働需要曲線のシフトまた

は賃金率の変動によって変動する｡ ピグーの関心は 『産業変動論』においては

労働需要曲線のシフトにあったが,『失業の理論』においては労働需要曲線の

形状にあった (Collard[1981]p,122)6)0(労働需要曲線を上にシフトさせる

政策がない場合,どれほどの賃金調整が必要であるかを示すために重要なので

ある)(Collard[1981]p.122)｡

この関心の変化は,1927年の論文 ｢賃金政策と失業｣7)以降である｡ この論

6) 本郷 〔2004],[2006]は,ピグーが論じている失業のタイプを①労働需要側の諸要因 (労働需

要曲線の短期的･循環的変動)による失業と②労働供給側の諸要因に由来する長期的変動に分類

し,『産業変動論』は①を,『失業の理論』は②を主に扱っている,としている｡
7) この論文は白井 [1983]⑨,本郷 [2006]で紹介されている｡また,戦間期の大量失業に関す

るピグーの所論は本郷 [2006】で詳細に論じられているOなお,ピグーは 『産業変動論』と 『失

業の理論』との関係について,｢多くの関連する問題,その中には需要の変動を支配するより広
汎な影響のいくつか含まれているが,それについてほとんど述べていない｡それらについて私は

既に 『産業変動論』で十分論じているからである｡ある程度,この本と F産業変動論』とは相互

に補完的である｣(Pigouh933〕pp.vi-vii)と述べている｡
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文でピグーは新しいタイプの失業に直面していることを指摘している0｢第一

次世界大戦以前には,イギリスの賃金率は需要と供給の状態におおむね調整さ

れていたことに疑いの余地はない｡もちろん,その調整は完全ではなく,とり

わけ不況期においてはそうだった｡しかし,働く意志と身体的能力をもつ人々

の失業のすべてはなんらかの意味で産業変動によるものである- 全般的変動

には賃金率が緩慢にしか反応せず,異なる産業および異なる地域間での相対的

変動には一つの職種から別な職種への移行に際して一定時間の損失が伴う-

ということに経済学者の合意があったであろう｡ 賃金率の全体が雇用機会に比

べてあまりにも高く押し上げられて,たとえ産業変動が生じなかったとしても,

雇周を求める健康な人々の中でかなりの数の人たちが常に雇用を見つけること

ができないに違いない,というようなことはまったく示唆されなかった｡けれ

ども,戦後の期間については,この点に関して重大な変化が生じたと信じても

よい強力な理由がある｡ すなわち,一部には国家の直接的介入を通じて,また

一部には失業保険制度の発展によって労働観織が付けてきた賃金交渉力の増大

を通じて,賃金率は広い地域で上述の意味で高すぎる水準に設定されている｡

この6年間を通じる極めて高い失業率は,かなりの程度まで,われわれの経済

生活の中に生じたこの新しい要因によるものである｣(Pigou[1927b]p.355)｡

｢もし,このことが正しいとすると,すなわち,戦後の賃金政策が事実,それ

以外の要因によって通常生じる失業に約5パーセントの失業を付け加えている

ことの原因だとすれば,我が国は戦前の経済学が研究することをまったく求め

られなかった種類の問題に直面しているのである｣(Pigou[1927b]p.359)0

ⅠⅠⅠ労働需要関数

ピグーが2部門モデ)i,8)を構築することになったのは,全体の労働に対する

8) 2部門モデル自体は既にPigou[1929]で登場しているが,そこでは賃金財と非賃金財の相互

依存関係に関する議論はなく,雇用乗数の相違,すなわち,公共事業による非賃金財産業の雇用

増加はさらなる雇用増加をもたらすことがないのに対して,賃金財産業の雇用増加は賃金財基金

を増加させるので第一次雇用の乗数倍の雇用増加をもたらすと論じられているO小島 [20041参照｡
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一般的需要関数は,生産部門をどのように分割しても,各部門の労働需要関数

を足し合わせることによ?ては得られない,という事実 に あ る ｡

このことを議論する際に生じる複雑化を避けるため,ピグーは ｢補充されな

い欠員は存在しない,あるいは,いいかえると,労働需要量と雇用量はどこで

も同一であると仮定する｣(Pigoul1933〕pp.63-64)｡なぜなら,たとえば小

麦生産に対する労働需要に関係があるのは大麦生産に対する労働需要量ではな

く労働雇欄量であり,大麦生産に対する労働需要のうち補充されない欠員で満

たされている部分は無関係である｡｢ゆえに2商品が相互に代替財である場合,

--第1財を生産する諸中心 [個別企業]における労働需要量は,たんに第2

財の労働需要量に部分的に依存するのではなく,労働需要量マイナス補充され

ない欠員に部分的に依存するのであり,開通する産業部門にわたる労働の分配

と流動性にも間接的に依存する｣(Pigo吊 1933〕p.63)からである｡

さて,Eを全体の労働に対する需要の弾力性,ji,BタCを産業A,B,a

の当初の労働需要量 , 77A, 輝 7?Cを 産業A,B,Cにおける労働需要の弾力

性とするとき,

E=71.1A+77BB+77cc
A+B+a

という関係が成立するのであれば,マクロ的関係はミクロ的関係の総和として

表現できる｡ しかし,各産業の労働需要関数は相互に独立ではないOピグーは

4つ理由をあげている｡

(1) 外部経済または外部不経済の存在

(2) 生産物間の代替または補完関係の存在

(3)非賃金財諸中心間の相互関係

(4) 賃金財と非賃金財の相互関係

(1)は短期の場合には捨象できる｡ ｢短期の問題に関しては,種々の中心にお

ける生産性関数が独立である,すなわち,外部経済または外部不経済の存在に

よって相互に結合されていないと想定してもかまわない｣(P量gou[1933]p.
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64)｡

(2)について｡ 外部性を捨象しても,企業の生産物が消費者の欲求との関連で

代替関係または補完関係があるとすれば,各企業の労働需要関数は相互に独立

ではありえない｡すなわち,2つの産業の生産物が互いに代替関係にある場合,

1万の産業における実質賃金率の低下は他方の産業における労働需要量の低下

を引き起こし,補完関係にある場合,1万の産業における実質賃金率の低下は

他方の産業における労働需要量の増大を引き起こす (pigou[1933]p.66)0

補完関係は,賃金財単位が一定比率の諸賃金財から構成される場合,集計的

な労働需要弾力性を考える際に特に重要となる｡ なぜなら,｢賃金財の1品目

を生産する産業における10パーセントの賃金低下は,その産業だけでなく他の

すべての賃金財産業における労働需要量を増大させる｡ このことは,種々の賃

金財を生産するn個の類似かつ同規模の賃金財産業すべてにおける10パーセ

ントの賃金低下が,すべての賃金財産業における労働需要量の総計に対して,

1賃金財産業における10パーセントの賃金低下によってその産業の労働需要量

に生じる増大のn倍よりも大きな増大を引き起こすことを意味する｣(Pigou

[1933]p.69)からである｡

賃金財部門と非賃金財部門という分割によって代替補完関係が存在しないと

いう条件が仮に満たされたとしても,(3)(4)のような相互関係によって労働需

要関数の相互依存関係が生じる｡

(3)について｡非賃金財部門が消費者の欲求に照らして相互に代替的でもなく

補完的でもない完全に独立な諸産業に分割できると想定しよう｡ このことは生

産物に対する需要にかんして諸産業が相互に独立であることを意味しない｡

｢なぜなら需要は欲求だけでなく,需要が測られる尺度となる財の利用可能な

数量にも依存するからである｣(Pigou[1933]p.71)｡｢正確な例解｣としてピ

グーは貨幣を尺度として需要を考察し,非賃金財産業で労働を雇うために利用

できる貨幣量が固定されていると想定する｡｢それらの産業の労働に対する貨

幣を尺度とする需要は,欲求を通 じるだけでなく,貨幣基金 (themoney
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fund)が限られていることの結果としても厳密に相互依存の関係にある｣

(pigou[1933]p.72)｡ 非賃金財部門の各産業について個々に考察したときに,

労働の需要弾力性がすべて等しく,かつすべて1よりもかなり大きいあるいは

1よりかなり小さいということがわかったとしても,それらは非賃金財部門の

労働の需要弾力性がどんな億なのかという問題とは無関連である｡ 実際,想定

された条件の下では非賃金財部門の労働の需要弾力性は1である｡｢需要が,
貨幣ではなく賃金財単位から考察される場合にも,まったく同じ考え方が適用

できる｡ もし非賃金財産業で人々を雇うのに利用できる賃金財の流量が固定さ

れているならば,非賃金財産業全体の労働に対する賃金財を尺度とする需要の

弾力性は,個別に考察されるいくつかの非賃金財産業の需要の状態がどのよう

なものであっても,1に等しくなければならない｣(Pigoul1933]p.72)｡

(4)について｡賃金財と非賃金財の相互関係についでピグーは次のようにい う ｡

｢賃金財産業で要求される実質賃金率の変動は,賃金財産業の労働に対

して支払われる総実質賃金以上に生産される賃金財余剰の変動を引き起こ

す｡したがって,もし賃金財産業で実質賃金率が低下すれば,非賃金財産

業の労働需要を増大させる強力な反作用を引き起こす｣(Pigou[1933]p.

73)｡

最初の余剰をKl, 変化後の余剰をK2とする｡｢非賃金稼得者は,この余剰

増加分 (K2- Kl) を自分自身の賃金財消費 ･外国製非賃金財の購入または国

産非賃金財生産のための労働を雇用することに利用できる｣(Pigou[1933]p.

73)｡｢外国製非賃金財の購入｣とあるが,以下では外国貿易を無視する9)｡
さて,最初,非賃金稼得者が (1-q)Klを賃金財の個人的消費に用い,qKl

を非賃金財生産ための労働雇用に用いたとする｡Wを実質賃金率とすれば,罪

賃金財産業の労働需要量,そして補充されない欠員が存在しないと想定してい

9) ｢それは賃金財の潜在的供給の代理をするためだけに導入されているにすぎない｣(Hawtrey

[1937]pp.284-285)のであり,｢ピグーの国際貿易についての主たる関心は非賃金財を賃金財に
交換する手段としてだけである｣(Hawtrey[19371p.283)0
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るから労働雇周量は,最初は qKl/Wであったことになる｡

賃金財余剰が実質賃金の低下によってKlからK2に増大する場合,非賃金
財産業における労働需要量および雇用量の増加分の大きさは,剰余の増加分

K2-Klのうちどれだけが賃金財消費に充てられるか,あるいはどれだけが非

賃金 財 生産のための労働雇周に充てられるかに依存する｡ もし全部が前者に充

てられるならば労働需要量および雇用量の増加はゼロ,々同一の割合ならば q

(K2-Kl)/uJ,全部が雇用に充てられるならば (K2-Kl)/Wである (Pigou

[1933]p.73)｡

｢〔非賃金財産業の労働需要を増大させる〕反作用がかなり大きいことは実

際上確実である｡ さらに,事実の問題として,賃金率の低下の結果として国内

賃金財産業で雇周者がより多くの人を雇うことを有利にするであろう｡ ほどな

く,生産期間が過ぎると,そうした新規の人々が新しい賃金率で支払われる賃

金財の総量よりも多く賃金財を生産するだろう｡それゆえ,非賃金財産業で労

働者を雇周するために利用可能な実物ファンド (Teaifund)は,賃金財産業の

雇用に影響がなかった場合よりも増大する｡どれだけ増大するかは賃金財産業

の生産性関数の形状に依存する｡ しかし,ある程度は増大する｡このように問

題をみると,われわれはただちに次のことに気づく｡ すなわち,全体としての

労働に対する実物的需要は,賃金財産業と非賃金財産業を相互に孤立させて個

別研究した結果よりも,はるかに弾力的になるに違いない｣(Pigoul1933〕

pp.73-74)0

ⅠⅤ 実物的財の流れ図式と独立生産者間の交換

(3)(頼こ関する議論は,｢ピグーの雇用理論の本質的特徴に触れるものであ

る｣とともに,ピグーの ｢(実物的需要)ど (貨幣的需要)という言葉を便周

するときの主観的理由の一端を推察する手がかりを与えてくれる｣ものである｡

すなわち,(実物的需要)という言葉には労働への支払いに充当できる賃金財

流量の量的制約,(貨幣的需要)という言葉には貨幣基金の量的制約を強調す
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る気持ちが込められているのである (白井 [1983]⑪,111-112ページ)o

Ambrosi[2003]はピグーの雇用理論に対して ｢賃金基金説の1変種｣10)と特

徴付けを与える伝統はハロッド (Harrod[1934〕p.21)までさかのぼることが

できると述べているが (p.70),ピグ-の可変的賃金基金説は 『富と厚生』か

ら存在していて,『失業の理論』で初めて登場したわけではないし,またハ

ロッドが最初に指摘したわけでもない｡

名称こそ与えなかったが,ホ-トリーはピグーの産業変動論は終始,(産業

活動の変動は流動資源の流量の変動に依存する)という原理に基づいていると

述べている｡ そしてホ-トリーは ｢貨幣的需要は貨幣で表示された支払貸金総

額からなり,実物的需要は貨幣賃金が支出される賃金財の総計からなる｣

(寮awtrey[1928]p.179)とさえ書いているのである｡ すなわち,

｢生産の流れDは商品のストックCに流れ込み,そこから流れAが取

引者と資本家へ,流れBが労働者へ,そして流れEが失業給付金などの

受領者へ流れる｡ 賃金財の流れBは4つの仕方でしか増加させることが

できない,と彼はいう｡ すなわち,(1)Dを増大させる,(2)Eを減少さ

せる,(3)Aを減少させる,(4)Cの取り崩し｡外国貿易のない孤立社会に

おいては 『流動資本の供給,これが実物的需要を形成するが,これを変更

できる方法は他にはない』(Pigouli927a〕p.108)0

ここに労働に対する 『実物的』需要と 『貨幣的』需要の対照が合意され

ている｡ 貨幣的需要は貨幣で表示された支払賃金総額からなり,実物的需

要は貨幣賃金が支出される賃金財の総計からなる｡

貨幣賃金率を所与とすると,実現可能な雇用量は貨幣賃金総額とともに

変動し,実質賃金を所与とすると,実現可能な雇用量は労働者の手に渡る

『流動資源』の総計とともに変動する｣(HawtTey[1928]pp.178-179)｡

｢流動資源｣は賃金財と原材料からなる｡ 原材料を捨象すれば,(産業活動

10) ｢モデルは貸金基金が国内および海外の賃金財生産における連続的な変化によって影響される

流量である (スト'クではない)賃金基金説の1変種であった｣(Aslanbeiguih9921p.420)｡
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の変動は賃金財の流量の変動に依存する)ということになる｡ 事実,ホ- ト

リーは 『失業の理論』について,｢ピグー教授は賃金財を基礎としてその上に

理論を作り上げている｣(Hawtrey〔1937]p.281)と述べている｡

ホ-トリ弓ま,ピグーの ｢協定実質賃金率を所与とすれば,全産業について

集計された労働需要量は,賃金に利用でき賃金支払いに充てられる賃金財の数

量と正確に比例して変動する｡そしてそのようにしてしか変動し得ない｣

(pigou[1933]p.143)という文章を引用した後,『失業の理論』第 1編第5章

｢雇用の算術｣に言及している (Hawtrey[1937]p.281)｡

｢雇用の算術｣においては外国貿易等を含む実物的財の流れ図式の説明が与

えられている｡

｢所与の雇用量から出発するとすれば,この雇用量は実質賃金率かまたは賃

金稼得者に (たとえば)週当たりに手渡される賃金財単位の流量いずれかの変

化に従ってのみ変化しうる｡ より一般的に,雇用量をE,平均的実質賃金率

をuJ,賃金として賃金稼得者に手渡される賃金財単位の流量をFとすると,E

-F/Wである｣(Pigou[1933〕p.21)｡ ピグーは賃金財を1種類と想定し,F

は次の項目からなるとしている｡

流入 ① P:賃金財産出量

② (Il+I2-M)'.外国の賃金財に対する請求権 (輸出Jlおよび利子

I2)から外国への新投資のために失う国内賃金財Mを差し引いた

もの

③ S:当該期間中に店舗または倉庫のストックから引き出された正

味の賃金財流出量

流出 ① C:非賃金稼得者の個人的消費

② (G-B):賃金稼得者が受け取る非賃金支払い総額 (G)から賃

金稼得者の年金および疾病手当の負担分 (磨)を差し引いたもの

すなわち,

wE-P+(Il+I21M)+SIC-(GIB)
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である｡さらに,失業給付金を考慮すると,賃金稼得希望者数をAとすれば,

失業者数はA-E,失業者 1人当たりの失業給付金をr,雇用されている労働

者1人当たりの負担金をtとすれば,

ltJE-P+(Il+I2-M)+S-C-(GIB)+E卜 (A-E)r.
Eについて整理すれば,

E=P+(Il+I2-M)+S-C-(G-B)-Ar
lt7-I-r

となる｡

ピグーは ｢これらの式に具体化している命題は,ただ1種類の賃金財しか存

在しないと想定するか数多くの種類の賃金財を許容するかに関わらない,経済

学の命題ではなく,算術の命題である｣(Pigou[1933]p.24)といったが,

ホ-トリーは ｢算術の命題｣ならば,雇用者が賃金を賃金財で支払わず,労働

者も賃金財で賃金政策を考えないような経済においても成立しなければならな

い [が,果たしてそうか]といった (東awtrey[1937]p,281)｡

実物経済モデルとの関連では,もう一つの考え方がより重要な役割を果たし

ている｡ すなわち,産業相互間の生産物の交換を個人間の交換として分析する

という思考方法である｡ この見方は実物的アプロ←チに付随する特徴の一つで,

たとえば,貨幣的アプローチに変わる以前のダヴェンポートは次のように述べ

ている｡｢われわれの現在の社会は交換に基づいている｡ 農業家は機械工を雇

用し,機械工は農業家を雇周する｡ ロシアのステップ地帯とドイツの作業場に

ついても同じである｡ それゆえ,アメリカ北西部が生産を止め,生産ができな

いので購買を止めるならば,工業中心地は部分的に麻痔状態 となる｣

(Davenport[1886]p.357)0

ロバートソン,ピグーの場合,実物的波及理論に見られるように,産業間の

関係を独立生産者間の関係であるかのように分析する点に特徴がある｡

ロバートソンは,景気循環の収穫説に反対する論者の間違いは ｢穀物の消費

者が財一般 (穀物を含む)に支出するために周意する資源は固定的なファンド



14 (298) 第177巻 第4号

ではなく,フローであることを認識していないことである｣といい,収穫説を

支持する論者の間違いは ｢労力で測った穀物の需要弾力性が1より大きくない

ならば,穀物の交換比率が変化するだけでは,資源のフローが増加することは

ないであろう｣と述べ,穀物の需要弾力性が1より大きい場合,穀物生産の増

大が産業活動全体の活動の増大になることを主張している (Robertso‡1[1915]

p.131).

この議論については河野 [2003〕に詳細な説明があり,また関連して拙稿

[2004]でも論じているから,ここでは本稿第Ⅰ節で登場した商品に対する労

力需要弾力性概念を説明しよう｡

労力需要弾力性が通常の需要の価格弾力性と異なるのは,価格が貨幣単位で

はなく労力の単位で測られていることである｡ 貨幣単位の商品価格をp,商品

に対する需要関数を3,労力の僕給関数をe,貨幣賃金率をWとする｡a,e

を個人の予算制約式 px -Weに代入し,両辺をWで割って対数をとれば,ln

(p/W)+ln(3)-ln(e)｡ln(p/W)で微分すれば

11卜 dln(.I)/dln(p/W)]-dln(e)/dln(P/W)

を得る｡ 左辺第2項が商品に対する労力需要弾力性である｡ 実質賃金率 W車

が上昇する場合,すなわち,労力の単位で測られた商品価格 (A/桝 が低下す

る場合,商品に対する労力需要弾力性が1より大きい (弾力的)ならば,din

(e)/din(p/W)<0となり,労力供給が増大し,1よりも小さい (非弾力的)な

らば,din(e)/din(i･/W)>0となり,労力供給が減少する｡

そして賃金財部門と非賃金財部門の相互関係の分析で隠れているものは,質

金財生産者と非賃金財生産者の予算制約式である｡賃金財生産者と非賃金財生

産者との交換に注目すれば,ワルラス法則は賃金財と非賃金財について成立す

るのである｡

参 考 文 献

Ambrosi,G.M.[2003] Keynes,PigouandCambridgeKeynesians,Palgrave.



ピグーの 『失業の理論』について (299) 15

Aslanbeigui,N.[1992〕 "pigou'sinconsistenciesorKeynes'sMisconception?,"His-

ioryofPoliticalEconomy,24,pp.413-433.

Collard,D.[1981〕 "A.C.Pigou,1877-1959"inP21oneer:iofModernEconomicsin

Britain,eds.byD.P.0'BrienandI.R.Presley,pp.105-139.

Cottrell,A.[1994] "Keynes'sAppendixtoChapter19‥A Reader'sGuide,"His-

tor3,0fPoliticalEconomy,26,pp.68i-695.

Davenport,H.J.[1886] OutlinesofEconomicTheory,Macmillan.

HarTOd,良.F.[1934〕 "professorPigou'sTheoryofUnemployment,"Economic

Journaろ44,pp.19-32.

Hawtrey,R.G,[1928] TradeandCredit,Longmans,

[1937] caj,italandEmployment,Longmans.

Keynes,I.M.[1936] TheGeneralTheoryofEmployment,InterestandMoney,

Macmiilan.(塩野谷祐一訳 『雇用 ･利子および貨幣の一般理論』東洋経済新報社,

1983年)｡

[1973] TheGeneralTheoryandAfter:DefenceandDevelopment.Vol.

140ftheCollectedWorksofJohnMaynardKeynes,ed.byD.E.Moggridge,

Macmillan.

Klausinger,H.[1998] "pigouonEmployment"inPerspect2'vesonMacroeconomics,

eds.byP.FontainandA.Jolink,Routledge,pp.51-71.

Pigou,A.C.[1912〕 wealthandWeljTare,MacmiHan.
[1913] Unemplo3,ment,WilliamsandNorgate.

[1927a] IndustrialFluctuations,Macmillan.

[1927b〕 "wagepolicyandUnemployment,"EconomzlcJournaろ37,pp.

355-368.

[1929] "TheMonetaryTheoryoftheTradeCycle,"EconomicJournal,

39,pp.183~194･

〔1933〕 TheTheor310fUnemployment,Macmillan.(篠原泰三訳 『失業の

理論』賓業之日本社,1951年)｡

Robertson,D.H.[1915] AStudyofIndustrialFluctuation,LondonSchoolofEco-

nomics,1948.

河野良太 [2003] ｢ロバー トソンの貯蓄一投資分析｣『経済情報学研究』姫路濁協大
学,第28号｡

小島春草 [2003] ｢ピグーのマクロ経済理論の基礎とホ-トリーのピグー批判 (1)｣
『経済論叢』第172巻第5･6号｡

[2004〕 ｢ピグーのマクロ経済理論の基礎とホ-～トリーのピグー批判 (2)｣



16 (300) 第177巻 第4号

『経済論叢』第173巻第2号｡

白井孝昌 [1983〕 ｢ケインズ 『一般理論』私注｣(D-㊨,『経済セミナー』｡

中山伊知郎 [1939] 『発展過程の均衡分析』 仲 山伊知郎全集 第5巻)所収,清談

社,1972年｡

堀江 義 [2001〕 ｢ピグー 『失業の理論』を巡って｣『経済論集』関西大学,第50巻

第5号｡

本郷 亮 [2004〕 ｢ピグーの 『失業の理論揖 (第68回経済学史学会全国大会報告)｡

[2006] 『A.C.ピグーの思想と経済学』近刊｡




